






















今後の長久手町
の農業は
地元農産物の安定
供給のため、
仮称「長久手地産地
消給食食材生産会」
の設立

Q遊休農地の解消は。
A建設部次長　平成20年に約20
haの放棄地が21年には、12.5ha、22
年には11.5haと年々減少している。
Q食育・地産地消の推進と学校
給食への提供は。
A農産物直売所が開設され、地
元農産物の生産と消費が拡大し、
地産地消は着実に進んでいる。
　また、食育については、地元農
家の協力により、新鮮な地元農
産物の給食への利用拡大が進ん
でいる。安定的に安心・安全、新

市制移行の目的は

住民サービスの向上

Q市制移行の目的は何か。
Aまちづくり推進部長　地方分
権による権限行使は住民サービ
スを一層高めることになる。
Q自治基本条例の制定をしないか。
A策定期間や住民参加状況な
ど、他市町の先例をみて本町に
即したものにしたい。

Q職員の給与は変わるのか。
A市制移行後も現行どおり。

住民サービスについて

Q住民サービスのリサーチは十
分か。
A保健福祉部長　今後も総合計
画を点検する目的で調査したい。
Q固定資産税の一割減税をし
ないか。
A減税をすると、公共施設等建
設事業にあたり、地方債の発行
が許可制になり、財源確保に支
障が生じる。
　また、インフラ整備充実の観点
から減税は困難。
Q高齢者に地下鉄、市バスの年
間優待制度を導入しないか。
A高齢者など社会参加の目的の
一つとしてＮ-バスの運賃を無料
にし、高齢者の外出促進事業とし
てリニモの乗車券を交付している。
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今後、耕作放棄地が心配　 される岩作地区の水田今後、耕作放棄地が心配　 される岩作地区の水田

来年市制移行になる長久手町来年市制移行になる長久手町

東日本大震災について

Q東日本大震災を例に、住民の
不安をどう解消するのか。
A建設部長　亜炭鉱による陥没

は、区画整理事業内の充填工事
により住宅内の事故は低いと考
えている。また復旧は(株)あいち
産業振興機構が補助金で復旧
工事を行う。
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